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家庭相談員の活動状況と今後の課題
―家庭児童相談室の全国調査集計結果の考察を通じて―
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Family Support Center (Social welfare Office)

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































いものについては､他機関との協力や連 携 に よ
り､多様な対応を可能にしておく必要があろう｡
そのためのネットワーク作りや情報収集も大切で
ある｡また社会福祉主事と家庭相談員の年齢､性
別､パーソナリティ､バックグラウンドも今後多
様になるよう考慮することも肝要であろう｡
(3) 家庭児童相談室の独自性の明確化
家庭児童問題に関しては､教育相談所､児童相
談所､精神保健センターなどの他の公共相談機
関､社会福祉施設､医療機関､民間相談機関､私
塾などで､様々な立場からその対応にあたってい
るが､各々の家庭児童相談室での対応 につ いて
も､その活動範囲と独自性をある程度明確にして
おく必要があろう｡
例えば､相談室の規模とその設立趣旨から考え
て､地域に密着した､住民が気軽に相談できるよ
うな､いわば家庭医 (ホーム･ドクター)的な相
談室機能が考えられる｡特に登校拒否のような複
合的な問題については､独自で対応できる範囲を
明確にし､より高度な専門性を必要とするケース
に関しては､児童相談所､教育相談所､登校拒否
などを専門とする民間機関､医療機関など､その
ケースに最も適当と思われる他の機関との連携を
図ることが望まれる｡また､家庭児童相談室の存
在や活動内容を地域の住民にPRする努力がさら
に必軍となろう｡
(4) 相談体制の見直し
以上のような課題に取り組むうえで避けて通れ
ないのが家庭児童相談室の組織や相談体制の問題
であろう｡家庭児童相談室のあるべき姿について
約35%の相談員が福祉事務所内での位置づけの明
確化をすべきとの見解を示しているとおり､組織
や相談体制の見直しを何らかの形で推進していく
必要があろう｡
相談員の個性と資質に応じたフレキシブルでユ
ニークな相談活動が展開できるなど､福祉事務所
内での位置づけが不明確であるがゆえのメリット
もあるが､相談内容や相談の応じ方のばらつきや
専門知識 ･技術不足やスーパーバイザーの不在な
ど属人的活動の限界もあり､今後属人的活動から
組織的活動-の転換が迫られよう｡
より一層の相談活動の充実をはかるためには､
福祉事務所内での位置づげや相談室としての機能
を見直すとともに､相談室の独自性の明確化や相
談員の資質や専門性の向上を図るべきであろう｡
具体的には､名誉職的相談員の削減と専門職的相
談員の増強 (育成)､身分､権限､待遇､資質な
どの改善､資格制度の検討､研修内容の充実､ス
ーパービジョン体制の確立などの問題に関し､本
調査で明らかとなった家庭相談員の熱意と悩みを
尊重しながら､組織的に取 り組んでいくことがも
とめられよう｡
おありに
これまで､家庭相談員の活動状況､相談員の意
識ならびに今後の課題について考察してきたが､
福祉事務所の中での相談室の位置づけの明確化､
相談員の身分保障の改善など組織的な見直しと家
庭相談員の資質の向上や悩みの解消など相談員個
々の問題解決の両面から,山積する課題と取り組
んでいく必要があろう｡今後更に家庭相談員の方
々と共に､調査研究を継続していく所存である｡
最後に､調査にご協力いただいた全国の家庭相談
員諸氏と家庭児童相談室の関係各位､集計に際し
てご協力いただいた荒川治久助手 (立教大学)､
潮谷恵美さん (東洋大学大学院)ならびに共同研
究の際に大変お世話になった佐藤悦子教授 (立教
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大学)､庄司洋子教授 (立教大学)､古川考順教授
(東洋大学)をはじめとする家庭児童相談研 究 会
の各位に深 く感謝申し上げたいO
(おがわ けんじ 助教授)
(1995.3.30 受理)
<注>
1)｢家庭児童相談重に設置運営について｣(昭和39年
4月22日児発360号各都道府県知事 ･各指定都市市
長宛厚生省児童局長通知)参照
2) 前掲
3) 前掲
4) 山本保 (1991)参照
5) 調査結果の詳細については同研究会の報告資料
(1991)､日本社会福祉学会40回大会発表資料(1992)､
佐藤悦子 ･庄司洋子 (1993)参照
6) 小川憲治 (1991)参照
7) 小川憲治 (1992)参照｡室者が非常勤のカウンセ
ラーとして登校拒否問題と関わっている民間相談機
関である登校拒否文化医学研究所 (代表高橋良臣)
では､かねてからこのような複合的なアプローチに
より､問題解決をほかっている｡
8) 高橋良臣 (1988)参照
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